
(１)固定資産の減価償却の方法

　　①平成１９年３月３１日以前取得分は、法人税法に定める旧定額法による。

　　②平成１９年４月１日以後取得分は、法人税法に定める定額法による。

(２)引当金の計上基準

(３)消費税等の会計処理

　　⑵特定資産

科　目 当期増加額 当期減少額

基本財産

　基本財産預金

　　小　計 0 0

特定資産

　退職給付引当預金 2,448,000

　　小　計 2,448,000 0

　　合　計 2,448,000 0

（うち指定正味財 （うち一般正味財

産からの充当額） 産からの充当額）

基本財産

　基本財産預金 (2,000,000)

　　小　計 (2,000,000)

特定資産

　退職給付引当預金

　　小　計

　　合　計 (2,000,000)

（単位：円）

貸倒引当金の

当期末残高

合　　計 16,165,845 0 16,165,845

未収入金 8,831,771 0 8,831,771

未収給食物資代金 7,334,074 7,334,074

４．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

科　目 債権金額 債権の当期末残高

2,000,000

　　消費税等の会計処理は税込方式による。

（単位：円）

前期末残高

2,000,000 2,000,000

2,000,000

152 2,448,152

2,000,152 4,448,152

2,000,000

(2,448,152)

2,000,000

(2,448,152)

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

4,448,152 (2,448,152)

2,448,152

　　退職給付引当金は、期末退職給与の定年退職及び自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

2,448,152

152 2,448,152

　財 務 諸 表 計 算 書 類 に 対 す る 注 記

令和２年３月３１日現在

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

当期末残高

（単位：円）

科　目 当期末残高 （うち負債に対応する額）

１．重要な会計方針
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（単位：円）

科　目 減価償却累計額 当期末残高

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

受託金

運営受託金収入

合　　計 8,531,314 6,757,289 1,774,025

什器備品 1,596,000 1,554,710 41,290

ソフトウェア 1,171,500 785,400 386,100

取得価格

建物付属設備 2,156,760 862,704 1,294,056

車輌運搬具 3,607,054 3,554,475 52,579

５．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

堺市 0 2,109,947

合　　計 90,402,000 88,292,053 2,109,947

90,402,000 88,292,053

貸借対照表上の記載区分

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）
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